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１．長期展望:
経済一流国を目指して

１．激動する世界において、日本が国家として目指すべき目標
は何か？

‐ 経済一流国（国民の生活が豊かであるばかりでなく、他国に
も影響を与えることができる国、グローバルな公共財の供給
国）を維持すること（アーミテージ・ナイ報告（２０１２年））。

‐ ３つのシナリオと「一人当たり国民総所得５万ドルの壁」（伊
藤元重教授）の打破。

２．政治、経済、社会の諸制度は、経済全体の生産性の水準
に大きな影響を与える。

３．政治制度の安定度、市場の開放度、ジェンダーギャップ解
消、起業の容易さ、労働市場の柔軟性など「制度の質」を高め
ることで経済全体の生産性を向上させることが可能。
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２．基準シナリオ

１．これまでと同様の緩やかな改革実施。
‐ ２０３０年頃にゼロ成長からマイナス成長へ。

‐ 成長率は平均して０．１％、一人当たり総所得は
平均して０．６％成長。

‐ ２０５０年に経済規模世界５位に転落。
‐ エネルギー需要は３割減少。

２．消費税率は２５％へ引き上げる。社会保険料・
給付水準はこれまでの政府の方針の通りで推移
する。

３．生活水準は２割低下。
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3

図１．欧州や北米に抜かれ足踏み

（資料）世界銀行 “World Development Indicators"、規模の小さい一部の国を除く
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図２．主要国の経済開放度や
女性活用度の特徴

（注）チャートは予測対象国64ヵ国の2010年時点の平均を50とした偏差値で表している。

4(出所)日経センター「グローバル長期予測」



表１．１人当たり国民総所得

（資料）世界銀行統計／日経センター「グローバル長期予測」 5

順 位 1 9 9 0 年 2 0 1 0 年 2 0 5 0 年

1 ス イ ス 3 . 5 ノ ル ウ ェ ー 8 . 7 ノ ル ウ ェ ー 1 4 . 2
2 日 本 2 . 8 ス イ ス 7 . 5 ス イ ス 1 1 . 4

日 本 （ 成 長 ） 8 . 8
3 ス ウ ェ ー デ ン 2 . 6 デ ン マ ー ク 6 . 0 ス ウ ェ ー デ ン 8 . 7
4 ノ ル ウ ェ ー 2 . 6 ス ウ ェ ー デ ン 5 . 1 デ ン マ ー ク 8 . 1
5 フ ィ ン ラ ン ド 2 . 5 オ ラ ン ダ 4 . 9 カ ナ ダ 8 . 0
6 デ ン マ ー ク 2 . 4 米 国 4 . 7 オ ー ス ト ラ リ ア 7 . 9
7 米 国 2 . 3 フ ィ ン ラ ン ド 4 . 7 米 国 7 . 7
8 ド イ ツ 2 . 1 オ ー ス ト リ ア 4 . 7 ベ ル ギ ー 7 . 5
9 フ ラ ン ス 2 . 1 ベ ル ギ ー 4 . 7 フ ィ ン ラ ン ド 7 . 4

1 0 カ ナ ダ 2 . 0 オ ー ス ト ラ リ ア 4 . 6 ア イ ル ラ ン ド 7 . 4
1 1 オ ー ス ト リ ア 2 . 0 フ ラ ン ス 4 . 4 オ ラ ン ダ 7 . 3
1 2 ベ ル ギ ー 1 . 9 カ ナ ダ 4 . 3 フ ラ ン ス 7 . 1
1 3 オ ラ ン ダ 1 . 9 ド イ ツ 4 . 3 オ ー ス ト リ ア 7 . 0
1 4 イ タ リ ア 1 . 8 ア イ ル ラ ン ド 4 . 2 英 国 6 . 6
1 5 オ ー ス ト ラ リ ア 1 . 7 日 本 4 . 2 シ ン ガ ポ ー ル 6 . 5
1 6 イ ギ リ ス 1 . 7 シ ン ガ ポ ー ル 3 . 9 ド イ ツ 6 . 2
1 7 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 1 . 3 英 国 3 . 9 日 本 （ 停 滞 ） 5 . 4
1 8 香 港 1 . 2 イ タ リ ア 3 . 6 ス ペ イ ン 4 . 8
1 9 ア イ ル ラ ン ド 1 . 2 香 港 3 . 3 イ タ リ ア 4 . 7
2 0 ス ペ イ ン 1 . 2 ス ペ イ ン 3 . 1 韓 国 4 . 5
2 6 韓 国 0 . 6 韓 国 2 . 0
2 9 日 本 （ 破 綻 ） 3 . 9
4 5 中 国 1 . 2
4 7 中 国 0 . 4
5 0 イ ン ド 0 . 0 4

5 2 中 国 0 . 0 3 イ ン ド 0 . 6

5 5 イ ン ド 0 . 1

　 　 　 　 　 　 （ G N I、 万 ド ル ）



３．成長・改革シナリオ

１．改革を３つの分野で大きく推進する。
‐ 市場開放度向上：貿易、投資、金融。
‐ 女性活用：リーダー層(とりわけ国会議員）、管理職ヘの登

用とM字カーブの解消。

‐ 起業・労働市場改革：柔軟に働く場所を変えられる労働市
場。起業、対内直接投資の拡大。企業のコーポレート・ガ
バナンスの改善と再生ビジネスの展開。

２．２０５０年まで平均して１．３％成長し、生活水準が改善す
る（実質消費は１７％改善）。

３．サマーズ前財務長官の指摘する「自然利子率」がマイナ
スにならないためには「一人当たり消費増加率」が中長期的
にマイナスにならないことが必要である。この条件を満たす
のは成長･改革シナリオのみである。
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４．成長･改革シナリオ：
ＴＰＰと開放経済

１．ＴＰＰは、日本企業が「グローバル・バリュー・チェー
ン」の構築に必要とする「２１世紀型貿易ルール作り」で
あり、ＲＣＥＰ,日‐ＥＵ,日‐豪経済連携協定、さらにはＦＴＡ
ＡＰ(開かれた地域主義）への道を開くものである。

‐ グローバル・バリュー・チェーンの障害除去（市場アク
セス、貿易円滑化、輸送通信などインフラ整備、企業
環境改善）で２.６兆ドルの便益発生。関税撤廃で０.４
兆ドルの便益。ー

２．ベトナムもＴＰＰを「中所得のワナ」から抜け出すため
の重要なステップとして位置付けている。

※「中所得のワナ」：低位の中所得国は１人当たりＧＮＩが１０３
６ドル～４０８５ドル（世界銀行）
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５．成長・改革シナリオ:
女性の活用軸に人材大国

１．女性の活用を軸に人材大国の構築を目指す。

‐ 「５万ドル国家」を実現したオランダ並みの女性労
働参加率、管理職比率（１対０．４）、国会議員比
率（１対０．７）を実現する。

‐ 正規と非正規を税･社会保障、賃金、昇進で差別
しないこと。

‐ ヒトをベースとした賃金体系から職務内容や責任
範囲に基づく賃金体系へ変革する必要がある。
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６ ．成長・改革シナリオ：
イノベーション

１．イノベーションを通じた単位労働当たりの生産性の向
上。

‐ 大学を「ベスト・アンド・ピーク」人材創出の場とし、イノ
ベーションの担い手へ。

‐ 大学発ベンチャーをヒト、モノ、カネの３面で支援するこ
とが必要。

２．２０２５年までに経済や生活を一変させる「破壊的技術
１２」のうち１０はＩＴ関連（マッキンゼー報告）。

‐ モバイルインターネット、知識職務の自動化、クラウド技
術、先進ロボット、自動運転車・無人機、次世代ゲノム、
エネルギ－貯蔵、３Ｄプリンティング、先進素材、先進石
油ガス探掘、再生エネルギー
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７．成長・改革シナリオ:
人口規模と生産年齢人口の維持

１．１００年の計で９０００万人の人口規模を維持す
ることにしてはどうか？

‐ 子育てについてフランス並みの環境を整備すれ
ば、出生率を１．８まで回復することが可能であ
る（費用は８兆円程度）。

２．毎年２０万人程度の移民受け入れを２０５０年
までに実現することにしてはどうか？

‐ 現在、５万人外国人労働者を受け入れている
が、留学生(１４万人）を倍増する。さらに、介護、
子育てのための外国人受け入れを緩和すれば
可能。
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図３．２０５０年まで平均１.３％成長

（注）資本・規制の壁、雇用の壁を打破できたと
仮定

(出所)日経センター「グローバル長期予測」 11
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図４．「対外」に偏る日本の直接投資
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（注）原点に近い方から1990、1995、2000、2005、2011年の値。
（資料）2012年通商白書をもとに、国際貿易投資研究所データを用いて2011年の値を更新。
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図５．改革の経済効果
（寄与度分解）

（注）[ ]内の数値は、改革と基準の差に対する平均寄与率（％）
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表２．消費税２５％まで引き上げ
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図６．女性の労働参加、
オランダ・北欧に見劣り

（資料）経済協力開発機構（OECD）
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図７．遅れる女性登用
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図８．育児給付をフランス並みで
出生率回復
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図９．年間２０万人の移民受け入れ目指す

(出所)日経センター「グローバル長期予測」
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図１０．国民負担率 低下へ
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図１１．大学発の起業：
米国と雲泥の差
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８．アメリカ覇権の維持
と中国の停滞

１．アメリカは２０５０年の時点でも経済覇権を維持する。

‐ 製造業の復活：２００２年から２０１２年にかけてのドル安＋３Ｄプリンター
などＩＴとの組み合わせ。

‐ シェールオイル・ガスの生産増加 (２０１７年にはサウジアラビアを抜き、
世界最大の産油国になる可能性)。

‐ 移民の継続。
‐ 「ＩＴ革命の終焉」（ロバート・ゴードン）はまだ早い。

２．中国の政治制度を前提にすると、先進国へのキャッチアップは可能でも
自律的イノベーションは生まれない（アセモグル）。

‐ 人口ボーナスの終焉で成長率は下方屈折し、地方政府債務と影の銀行
問題、消費主導経済への転換により成長率はさらに下方屈折する。

※「中所得のワナ」：高位の中所得国は１人当たりＧＮＩが４０８６ドル～１２６１５ドル
（世界銀行）
３．アジア新興国で中所得のワナを脱することができるのはマレーシアのみである。
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図１２．米中の経済成長の予測比較

（注）実績部分は需要要因も「生産性」に含めて計算。2005年価格ベースの実質値。
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(出所)日経センター「グローバル長期予測」


